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１．緒言

筆者のこれまでの主たる活動は、圧力容器、配管と関連

する分野が多く、自動車分野との接点はそれほど多くは

なかった。この度、自動車の車載型水素タンクにかかわる

NEDO プロジェクト（１）に参画し、活動内容にふれることと

なった。これまであまり体験することの少なかった分野の

活動に接した結果として課題や問題点を感ずることがあっ

た。我が国のこの分野の発展を考えるとき、信頼性設計の

取り扱いは避けて通れないと感ずるので、本稿に概要をと

りまとめることとした。

表題に掲げる「信頼性設計」こそが、キーワードである。

これまでは、水素タンクの設計を信頼性設計の観点からと

らえることは、多くはなかったものと推測するが、ドイツ

の BAM に所属する G.W.Mair 氏は、まさに水素タンクな

どの圧力タンクについて「信頼性設計」の考え方を導入する

ことの重要性を訴えている（２）。

これまで、機械分野では、規格上の安全は、安全率に

よって担保されることが多かった。機械工学分野では、基

幹となる学問分野である「材料力学」の講義において、安全

率を学ぶ機会がある。筆者が学んだ当時の材料力学の教科

書（３）に書かれていた安全率の定義は、許容応力 = 材料強度

/ 安全率、というもので、当時は、安全率は経験的に定める

ものと教わった。このような考え方に基づく安全率のこと

を経験的安全率あるいは、決定論的安全率と呼ぶ。今日の

機械分野での規格上に掲載されている安全率は、全てが経

験的に定められたものというわけではないであろうが、基

本的な考え方は、当時とそれほど大きく変わっているわけ

ではないと感じられる。安全率を用いた設計は、極めて単

純であり、設計者にとっても、規制する側にとっても便利

な方法であると言える。

機械構造物の損傷による被害がさして大きくない場合

には、このような単純な決定論的安全率を用いて、安全管

理をすることは合理的であると考えられる。一方で、近年、

機械製品の性能の向上が求められるようになるにつれて、

このような決定論的安全率のみで安全管理をすることに

は、限界がある。例えば、性能の向上を求めると、一方で万

が一の事故の際の被害が甚大になる場合がある。この場合

寄稿

には、合理的設計のためには、リスクベース設計、あるい

は信頼性設計という考え方が重要になってくる。

本稿では、信頼性工学に馴染みのない読者にも理解でき

るよう入門的な内容から、関連規格の動向、適用事例、現状

の課題などについて概説する。なお、安全率に対応する英

語は Safety Factor であるので、正しくは安全係数と呼ぶべ

きものであるが、安全率の用語も広く浸透していることか

ら、本稿では両者を区別することなく使用することとする。

２．許容値方式の課題

筆者が学生時代に、材料力学の講義で学んだ許容応力の

定義は次のように与えられていた（３）。

許容応力 = 
基準強さ
安全率 （１）

力学的評価で、応力評価を行い、最大応力が許容応力を

超過しないことを確認することにより、安全確認を行う。

それでは、安全率をどのように決定するかというと、過去

の経験に基づく、と書かれている。このような、安全設計

の考え方は極めて単純であり、また規制する側の安全確認

も容易であることは利点であると言える。単純な機械構造

物であれば、設計のために多くの労力を割くことは、実際

的ではなく、この程度の設計法式を採用することの合理性

は存在すると考えられる。

ところが、経験的に決定する安全率は、根拠が明確でな

い分、さまざまな欠点が露呈することもある。いくつかの

代表例を挙げてみる。

1．	どの損傷モードに対して設計しているのか明確でないの

で、どの程度安全裕度があるのかを明示できない。

2．	安全裕度の合理化を目指しても、根拠と連動した説明が

困難である。

3．	設計者がよりよい設計をしようとしても、安全率の根拠

が不明確であるとインセンティブがわかない。

4．	安全率によって、安全性の説明をする方式では、安全率

を過大にとりがちになる。ひとたび、安全率を決定して

しまうと、それを下げることは容易なことではない。

https://doi.org/10.69239/hondatechnicalreview.2025_37_1
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表１   Sec.VIII 安全率低減の歴史的経緯

特に、燃料電池車に水素タンクを車載するような場合

には、高度の安全性が要求されるので、このような問題が

より顕著になることが考えられる。今日でも、材料力学で

の安全率は、ほぼ同様の内容で教育が行われているものと

思われる。また、我が国の安全規格の基本は、経験的安全

率が主流になっているものと思われる。多くの機械構造物

は、このような許容値方式に基づく方式でよいとしても、

今後、機械製品の極限の性能を引き出せるようにするため

には、合理的な安全裕度の適正化を避けて通ることはでき

ない。この場合には、経験的安全率ではなく信頼性設計の

導入が極めて重要になってくる。

筆者が、これまでかかわりの深かった圧力容器・配管の

分野での、安全率の数値の歴史的経緯を見ると、安全率の

一側面が理解できる。我が国の圧力容器の設計規格は、米

国機械学会（ASME）の規格、Boiler and Pressure Vessel 

C o d e が参照されている。特に圧力容器の設計規格は

Section VIII の中で規定されているが、1998 年ごろ、材料

の引張強度の安全率を 4 から 3.5 に低減するという劇的変

更が行われた。その根拠をまとめた文献（４）を見ると、安全

率の特性の一断面を垣間見ることができる。表１に、文献

に基づき安全率低減の歴史的経緯をまとめてみた。

1915 年当時、米国ではボイラが広く普及していて活用

されていた。今日では、大きなボイラ事故の情報を耳にす

ることはほとんどないが、当時の米国では毎日のように死

傷者を伴う事故が発生していた。当時、設計規格による標

準化が整備されておらず、事態の改善のために、設計規格

の標準化の必要性が認識された。これが、契機となって、

ASME 規格の初版が発行された。1925 年には、ボイラを

含む圧力容器の規格である Sec. VIII が発行されたが、当

時の圧力容器の引張強度の安全率は５に設定されたようで

ある。この数値は、明確な根拠に基づくものではなく、経

験や周辺の意見に基づいて設定したものと推測される。ボ

イラ規格の標準化により、ボイラ事故数は減少し、その後

も規格の改訂が進められたことによって、設計時の課題に

起因する大きなボイラ事故はほぼ回避できるようになっ

た。しかし、安全率の数値については、変更されることな

く使い続けられた。最初に、この数値の低減が行われたの

は、1942/43 年当時の第二次世界大戦の最中であった。こ

れは、工学上の理由からではなく、戦略物資の調達という

国家の要請に基づくものであった。この結果、安全率が５

から４へと低減されたが、これに伴い、圧力容器の板厚を

薄くできるので、その分戦略物資として活用できるように

なった。つまり、工学とは全く無関係の、国家要請に伴う

圧力によって低減されたのであり、安全率の数値がいかに

あいまいなものであるかを物語っている。しかし、安全率

を４に低減したからといって、それに伴うボイラ事故が

増加することもなく、その後 50 年近く変更されることな

かった。しかし、材料の性能も向上し、技術管理のレベル

が向上して規格に反映されれば、設計規格と関係する事故

が発生することもなくなるので、産業界からさらなる安全

率低減の要望が出されるようになったのであろう。1998

年に WRC から発行された技術レポート（４）を根拠にして、

安全率が 4 から 3.5 に低減されたのである。このレポート

には、技術管理のレベルの向上をつぶさに検証するととも

に、材料性能の向上についても検証されているが、安全率

の数値を 3.5 とした根拠については、明確には示されてい

ないように見える。このように経験に基づいて安全率を適

正化することは、一般には機械製品でも適用されているこ

とであり、機械分野では広く浸透している概念であるとい

える。

経験的安全率に基づく許容値方式については、それ自体

に問題があるわけではない。適用する課題に対応して、適

切に利用することが重要なのであって、その利用法が適切

でなければ、問題点として露呈することとなる。実際、こ

れまで経験的安全率に基づく設計規格で製作された機械製

品の多くはさしたる問題は無かったものと考えられる。通

常の利用の範囲の設計に対してまで、労力をかけて厳格な

設計をすることは明らかに非効率であり、この場合には許

容値方式の適用は適切であるといえる。しかし、機械製品

の性能を引き出すために極限の条件で運用したいとか、事

故時の重大性に鑑みて、大きな信頼性を確保する必要があ

る場合に、経験的安全率で対応する場合には困難が伴う。

機械製品の性能を発揮するための限界状態を明確にし、使

用条件と限界状態の距離、つまり安全裕度を管理対象とし

た上で、設計することが望まれる。これがまさに信頼性設

計の概念である。許容値方式と、信頼性設計を適用対象に

応じて適切に使い分けることが重要である。

Year Details

1915 Code for power boiler, 1st ed.
1925 Sec. VIII, 1925 ed. Tensile strength safety factor set to 5.

1942/43 Safety factor reduced from 5 to 4 based on national request to secure strategic supplies (materials).

1998 Increase in requests to reduce the safety factor from 4 to 3.5, based on enhanced material performance and
enhancement of standard specifics over past 50 years.
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図１   確率論的設計法式と許容応力方式の違い

３．信頼性設計とは

3.1. 信頼性設計の概念
車載型の水素タンクの確率論的取り扱いの動向を知る上

で、参照した G.W.Mair 氏の書籍（２）の冒頭にロシアの劇作

家チェホフ（1860-1904）の言葉が引用されている。

There is no certainty(safety),

only different degrees of uncertainty(danger).

Anton Pawlowitsch Tscechow (1860-1904)

これは、書籍の本質を象徴する言葉であるとともに、信

頼性設計の本質を端的に表現している。私流に意訳すると

「（許容値方式でいうところの）安全などというものは存在

せず、存在するのは危険の程度の相違のみである」とでも

なるであろうか。この危険の程度を評価する手法が信頼性

工学であり、その結果に応じて設計する方式が信頼性設計

である。

チェホフの言葉をより、工学的な概念図で示したものが

図１である。上半分に示すのが、従来の機械工学分野で広

く用いられてきた許容値方式、もしくは決定論的方式であ

る。この方法では、経験的安全率に基づいて許容値を設定

し、応力が許容値を少しでも上回れば、危険、少しでも下回

れば安全と判断する。つまり、判断は二者択一である。一

方、信頼性設計で用いられる確率論的方式の概念図を下半

分に示す。安全と危険の間には、広いグレーゾーンが存在

する。従って、二者択一の判断ではない。このグレーゾーン

こそが、チェホフの言葉の「危険の程度の相違」で表現され

る領域である。この領域にあるときには、安全とも危険と

も判断せず、評価に基づいて意思決定が行われる。もし、危

険な領域に接近していれば、少しでも安全領域にシフトす

るように努力する必要があるものの、その努力を行った上

での使用が認められる。従って、許容値方式との比較で明

らかなとおり、評価を行うという前提のもとに、利用可能

範囲が広がることになる。評価の代表例が信頼性評価、リ

スク評価である。信頼性評価に基づく設計のとき、信頼性

設計（Reliability based design）、リスク評価に基づく設計

のときリスクベース設計（Risk based design）と呼ばれる。

図１に対応する、リスクベース工学での意思決定の概念

図を図２に示す。中央に示す逆三角形の、水平方向の長さ

が評価されるリスクの大きさを示す。つまり、最上端は、

リスクがもっとも大きいことを示し、逆に最下端はリスク

ゼロであることを示す。リスク方式と許容値方式の対比

が明瞭になるよう、三角形の左側にリスク方式、右側に許

容値方式の取り扱いを示す。リスク方式の場合、意思決定

の判断は、黒線で分割された三領域に分けて考える。一番

上の領域は、リスク値が過大で、受入れ不可能な領域であ

り、逆に一番下の領域は、リスク値は十分に小さく、広く

受入れ可能な領域である。その中間にある領域では、我慢

できる領域であり、受入れ可能であるが、この領域にある

限りは、リスクを下げる努力をする必要がある。三領域の

分割するリスクの値は、評価対象とする機器や使用環境に

応じて適宜設定される。このような考え方を As Low As

Reasonably Practicable (ALARP) と呼ばれ、英国安全衛

生庁（HSE-Health and safety excecutive）が提唱した考え

方である。この考え方は、リスクベース工学の意思決定法

として広く使われる概念である。この中間の領域は、図１
下段のグレーンゾーンと対応しており、ALARP 領域と呼

ばれることもある。大半の機器はリスクを保有していると

いう認識のもと、ALARP 領域に含まれる機器は、常にリ

スクを下げる努力をすることが求められる。ISO Guide 73

の定義では、ALARP 領域より下の領域が安全な領域と判

断される。一方、右側の許容値方式の場合、ある特定の許

容値を境にして、安全か危険かの判断が二者択一で行われ

る。この場合、リスク方式と比較して、安全として取り扱

われる領域は狭くなるが、これと付随してさまざまな問題

が発生する。まず、「安全」と判断されると、自然の心理と

してその結果に対して、さらに安全側にシフトさせよう

とする意識は希薄になるであろう。場合によっては、全く

その努力をしないかもしれない。一方、リスク方式では、

ALARP 領域に入っている限りは、リスクを下げる努力が

求められる。次に、許容値方式では、「危険」と判断された

図２   リスクベース工学の意思決定の考え方
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図３   信頼性設計概念説明図

場合には、どのような努力をしても、一切受け入れられる

ことはない。リスク方式では、ALARP 領域に入っている

のであれば、リスクを下げることによって受け入れられる

のである。つまり、設計者の努力が報われるのである。た

だし、リスク方式の場合には許容値方式と比較して、意思

決定にあたってリスク評価が求められ、多大な手間と労力

を必要とすることは間違いない。

信頼性設計の概念を示すために、設計変数が強度 (R) と

荷重 (S ) しか存在しない、単純な RS モデルを用いて説明

する。R と S がばらつきを持つとすると、RS 平面上で、確

率密度関数の等高線は、図３のように同心楕円状となるで

あろう。確率密度関数の頂点の位置は、二つの確率変数の

平均値に対応する。信頼性設計で重要なことは、安全を白

か黒かの二者択一で判断するのではなく、どの程度安全に

余裕があるかを定量的に示すことである。そのためには、

図３の上に、破損領域を明示し、RS の分布状況との相対関

係を調べる必要がある。このため、限界状態関数 g (R, S ) を

定義する。この関数が負となる領域が、破損、正となる領

域が非破損であることを示す。０となる境界線のことを限

界状態曲面と呼ぶ。つまり、式（２）で定義される。

g (R, S ) = R − S	 （２）

図中のウスズミで示す部分が破損領域で、破損の境界線

である限界状態曲面と R と S の平均値の位置がどの程度

離れているかということを調べれば、破損の起きやすさが

分かる。限界状態関数と、各設計変数の統計的性質から、

安全裕度を定量的に導き出す手法として、先進一次近似

二次モーメント法（Advanced First Order Second Moment 

Method, AFOSM）がある。

このように限界状態関数に基づいて、信頼性評価を行

う手法のことを限界状態関数法と呼ぶが、この手法の意義

について簡単に示しておきたい。図３のように、設計変数

が強度 (R) と荷重 (S ) しか存在しない場合には、扱いは単

純であるが、より高度の設計を目指すとき、これだけでは

十分に対応できない。まず第一の課題として、対象とする

設計変数が、強度と荷重以外に、さまざまなものが含まれ

る可能性があることである。例えば、寸法、表面粗さ、減

肉速度、内圧、重量、応力、変位などである。この場合、多

変数に対する、一般的な信頼性評価手法が必要となる。第

二の課題として、限界状態の定義は、評価者の関心に応じ

て、様々なものが存在し得るということである。図３の場

合は、破損の物理的限界を限界状態と定義しているが、こ

れ以外にも、評価者によっては規格制限値に対する裕度に

関心があるかもしれない。また、複数の破損モードが存在

する場合には、各破損モードごとに限界状態を設定する必

要がでてくる。限界状態関数法は、これらの課題に対して、

柔軟に対応できる手法となっている。限界状態関数法で

は、限界状態関数 g ( ) を次のように定義する。

Zi = gi (X1, X2,···, Xn) > 0 ⇒ 破損モード i が生起しない

	 ≤ 0 ⇒ 破損モード i が生起する	 （３）

設計変数 X1, X2, ···, Xn の数に制限はなく、また破損モー

ド i は、設計者の関心に対応して定義すればよい。以下に

限界状態関数の設定例を示す。

　　最大応力に関心があるとき : g = σlimit − σmax

　　最大変位に関心があるとき : g = δlimit − δmax

規格限界圧力に関心があるとき : g = pcode − pworking	 （４）

このように、限界状態関数法は、汎用性のある効率的

な信頼性評価手法であるが、その取り扱い手法は複雑で、

一般の設計者には難解であることが課題である。例えば、

図３のように設計変数が二変数であれば、二次元空間上に

描画でき、直観的に理解し易いが、これが三変数になると

図４のように、三次元空間となり、限界状態曲面も関数形

が複雑であれば、複雑に湾曲した曲面となるので、直観的

にも理解しにくくなる。さらに設計変数が増えれば、多次

元空間上での扱いとなって、さらに複雑となってしまう。

図４   確率変数が３の場合の限界状態曲面
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しかし、このような信頼性評価の厳密な取り扱いは、研究

者レベルでは必要かもしれないが、設計者や規格利用者

では必ずしも、その技術を習得しておくことが求められ

るものでもない。例えば、信頼性設計を規格に落とし込む

ための方法として部分安全係数法（Partial Safety Factor 

Method）があるが、この方法は、信頼性理論に基づいて予

め用意しておいた部分安全係数表を用いて、電卓程度の簡

易評価で信頼性設計を実現する方法である。この詳細は次

章で述べる。従って、産業界で信頼性設計を実践するため

には、信頼性理論について全て習熟しておくことが求めら

れるものではないが、その基礎理論を学習することを希望

するケースもあると思うので、参考図書を文献に挙げてお

く（５）（６）（７）。

3.2. 部分安全係数法とは
最先端の信頼性工学は、式（３）に示す限界状態関数を定

義した上で、厳密な評価が行われるが、設計者が、設計の度

に、プログラミングしてこの評価を行うためには、専門知

識を要するとともに、多くの労力と時間が必要になる。こ

れを解決するために、規格上に部分安全係数表を掲示し、

電卓程度の簡単な評価で、簡易の信頼性設計を実現するこ

とが行われる。その概念的な取り扱いを以下に述べる。
X1, X2, ···, Xn が確率変数であると、式（３）で評価される

変数 Z もまた確率変数となる。いま、Z の確率密度関数が

図 5 のように示されるとすると、Z = 0 が限界状態であり、
Z < 0 の領域が破損領域なので、図中ウスズミ部の面積が破

損確率 Pf となる。Pf を用いて、各種定量評価を行ってもよ

いが、一般には、10−6 などの極端に小さな数値である。そ

こで、信頼性指標 β がよく用いられる。図５で Z の平均値
µZ と、限界状態 Z = 0 がどの程度離れているか、というこ

とが安全裕度の指標となる。この距離を Z の標準偏差 σZ で

除して、基準化した値を信頼性指標と呼ぶ。信頼性指標の

記号としては βが用いられることが多い。設計変数の確率

変数が正規分布のとき、Z の分布も正規分布に近くなるこ

とが多く、Pf と β の間には次の近似関係が成立し、一対一

の対応関係にある。

Pf = Φ (−β )	 （５）

ここで、Φ() は標準正規累積分布関数である。例えば、 図５   信頼性指標の概念

表２   複雑な部分安全係数表の例
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0.15

0.10
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0.00

Z
0 54321 6-1-2

µZ
Pf

βσZ

Probability
offailure

a0 < X1 < a1, b0 < X2 ≤ b1 c0 < X4 < c1, d0 < X7 ≤ d1

α1 α2 ··· αn α1 α2 ··· αn

Pf = 10−2

(β = 2.0) 1.1 2.5 ··· 3.8 1.3 1.1 ··· 1

Pf = 10−3

(β = 3.09) 1.4 2.3 ··· 3.4 1.5 1.2 ··· 1

Pf = 10−6

(β = 4.75) 1.6 2.1 ··· 3.2 1.9 1.3 ··· 1

建築分野では、目標とする信頼性（目標信頼性）として、
β = 2, 3 などの数値を設定し、それに対応する部分安全係

数表が規格上に提供される。例えば、目標信頼性 β0 につい

て、X1, X2, ···, Xn に対する部分安全係数 α1, α2, ···, αn が予め、

信頼性の専門家によって準備されているとすると、設計者

が設定した設計値 x1, x2, ···, xn が目標信頼性 βを満足する

か否かのチェックは次のように行う。

g (α1x1, α2 x2, ···, αn xn) > 0 ⇒ 目標信頼性 βを満足

g (α1x1, α2 x2, ···, αn xn) ≤ 0 ⇒ 目標信頼性 βを満足しない	 （６）

この程度の評価であれば、信頼性工学に精通していない

設計者であっても、電卓程度の処置で対応可能である。

ただし、部分安全係数表を利用する際には注意点があ

る。厳密な信頼性評価と比較して、概算による近似で信頼

性設計を行う場合には、平易で便利な方法であるが、その

実用上での使いやすさにも配慮が必要である。いま、n 個

の設計変数があるときに、表２のような部分安全係数表が

与えられた場合を想像してみよう。

最左欄に示す、目標信頼性に応じて、対応する対応する

部分安全係数 α1∼αn の数値を拾ってくることになる。とこ

ろが、限界状態関数が非線形で複雑な関数の場合、部分安

全係数値も適用する領域に応じて、敏感に変化する場合が

ある。部分安全係数法の前提条件として、ほぼ部分安全係数
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Person in charge

Researcher

Description

Advanced comprehension of limit state design 
methods is required.

Comprehension of limit state design methods 
is required.

Comprehension of details of limit state design  
method is not necessarily required, but being 
able to correctly understand how to read and 
evaluate table is required.

Standards user

Role

Develops physical models for target concerns 
and derives limit state function.

Creates new partial safety factor tables for 
target concerns.

Appropriate comprehension of partial safety 
factor tables is required.

Standards developer

値が一定となる領域の範囲で適用することが挙げられる。

従って、ほぼ一定とみなせる領域を調査し、表２の最上列に

示すように、特定された領域ごとに部分安全係数を設定す

る必要がでてくる。しかも、目標信頼性の都度この値を求め

る必要があるため、全てに対応する部分安全係数表は複雑

になることが考えられる。これでは、実用性の観点からは、

改善が求められる。これに対する解決策として、各確率変数

の破損確率に対する感度を求めることが有効である。詳細

は文献（５）（６）（７）に譲るが、限界状態関数法では、この感度を

容易に求めることができる。感度分析により、実際に対象と

するべき確率変数を絞り込むことができる。例えば、配管局

部減肉の信頼性評価のための部分安全係数表の作成が行わ

れている（８）が、限界状態関数の確率変数９に対して、破損

確率に対する感度をもつ変数が３に絞り込まれている。こ

の場合、部分安全係数表は、３つの確率変数に対して作成す

ればよいので、簡素化され、実用上の利便性もよい。

3.3. 信頼性設計促進のための産学の役割分担
信頼性設計で用いられる限界状態設計法を使いこなすた

めには、高度の専門知識が要求される。従って、純粋な規

格ユーザにとっては、設計のたびごとに、限界状態設計法

を用いた評価をすることは現実的ではない。そこで、規格

上に掲載する手段として部分安全係数法があるが、問題は

部分安全係数表を開発するプロセスである。ここに、信頼

性研究者、規格開発者、規格利用者の連携が重要と考える。

表３に、その役割分担の例を示す。このうち、研究者の部分

を大学、研究機関が、規格開発の部分を産学共同で分担し、

その結果得られる成果物である部分安全係数表を規格利用

者である産業界が活用するなどの役割分担が考えられる。

４．安全率緩和の例

２章でも述べた通り、規格に掲載されている安全率は、

さまざまな要因で修正されてきた。その背景にあることと

して、必ずしも科学的根拠に基づくものばかりではない

が、社会的要請が一つの要因であったものと考えられる。

我が国においても、これまでいくつかの産業分野では、安

全率の適正化が行われている。今後の安全率適正化の検討

に資するよう、二つの事例について紹介することとする。

4.1. 圧力機器への維持規格の導入
機械製品の設計段階においては、設計規格上に記載さ

れている安全率を考慮して設計が行われる。原子力分野

や、化学、石油精製業界に代表されるプラント内の圧力機

器では、設計規格に基づいて設計・製造された装置が、供

用段階に入ると、そのメンテナンスのための規格が設計規

格とは別に存在し、維持規格と呼ばれる。日本機械学会が

発行する原子力分野の規格（９）、日本高圧力技術協会が発

行する圧力機器に関係する規格（10）（11）は代表的なものであ

る。2000 年に、原子力分野において初めて維持規格が制定

された（12）が、それ以前には維持規格の運用規格は存在せ

ず、わが国の安全規制の考え方は設計段階、つまり設計規

格に長い間、重きが置かれてきた。設計規格によって、維

持の段階の安全を確保する場合には、「製作時の状態が供

用段階においても設置時の状態が維持される」ことが要求

される。しかし、機械設備は、時間の経過とともに必ず劣

化が進行する。ここに安全保守の実践と、法遵守の精神と

の間にギャップを生ずることとなり、安全保守の実践のつ

もりが、法に反するというような矛盾が露見されるように

なってきた。特に、設計段階では安全率の観点から見たと

き、全ての設計情報が集まっているわけではないので、予

測行為に基づいて設計することになり、安全裕度を確保す

るために安全率を大きめにとることもやむを得ない。しか

し、供用段階では、機械製品の運用による実データが集積

され、設計時に予測していたデータも、実際に確認するこ

とが可能となる。従って、設計段階で安全率を過剰に設定

していたとしても、供用段階では必ずしもそれと同一の安

全率で運用する必要はない。このように、設計段階と供用

段階とではどちらにも安全率の概念は存在するが、両者の

数値は同一にする必要はないという考え方が定着してい

る。この区別が明確になるよう、米国機械学会 ASME の原

子力規格では、設計規格の段階では、安全率に対応する用

語として設計係数（Design Factor）が用いられ、供用段階

では構造係数（Structural Factor）を用いて区別している。

表３   部分安全係数表開発のための役割分担
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ASME に維持規格が制定されてから、我が国の原子力分野

に維持規格が制定されるまで 30 年もの月日が流れていた。

維持規格の導入によって安全率が緩和されるといって

も、そのための重要な要素が３つ存在する。その三本柱が

「検査」、「評価」、「補修・取替」である。維持規格導入前に

も、定期検査の際に検査は行われていたものの、評価とい

う行為が欠落していた。欠陥などの損傷が検出されたとき

に、その損傷の有害性を力学的検討などにより評価するの

である。評価の結果、健全性が確認された場合には、欠陥

を残したまま運転を継続することも許容される。「評価」規

定に関する規格が 2000 年に、「検査」規定が 2002 年に、

「補修・取替」規定が 2004 年に発行されている。

4.2. 移動式クレーン構造規格への限界状態設計法の導入
2007 年のころ、筆者がクレーン協会からの要請を受け、

移動式クレーン構造規格への限界状態設計法の導入に関

する仕事にかかわった。移動式クレーンは図６に示す通

り、その軽量化による長尺化が性能向上のポイントであ

る。本来、高張力鋼の開発技術が高い我が国は、軽量化の

観点からは有利であるはずであるが、実際には我が国の

メーカは国際競争上、不利な立場に立たせられていた。そ

の理由は、当時は我が国では移動式クレーン構造規格上、

許容応力設計法しか認められていなかったのに対して、欧

州では ISO 規格（13）（14）において許容応力設計法、限界状

態設計法のいずれかを選択できるようになっていたから

である。移動式クレーンの長尺化を実現しようとすると、

座屈の危険性が増し、曲げ変形もより大きなものとなる。

従って、より限界状態を意識した上で長尺化を実現するこ

とが重要になってくる。弾性設計をベースとする許容応力

設計法では、限界状態に対する対応には限界があるので、

我が国の移動式クレーンメーカは国際競争力の上におい

て極めて不利な立場におかれていた。そこで、我が国の構

図６   移動式クレーンの例（写真提供：コベルコ建機株式会社）
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造規格においても限界状態設計法を取り入れることが与

えられた宿題であった。

我が国では馴染みのない限界状態設計法の導入に対す

る理解を得ることは、容易なことではなく多くの時間と労

力を費やしても成果は得られなかった。そこで、ISO 規格

の規格体系を調査すると、移動式クレーンの規格（13）（14）の

ベースとなる規格として、信頼性の一般原則に関する規

格（15）が存在することが判明した。一方、我が国の状況はこ

れに相当する JIS 規格が存在していなかった。これに対応

する JIS 規格が開発されれば、これをベースとして産業

界ごとに限界状態関数法を適用した規格が開発され、普及

が加速することが期待された。そこで、関係する産業分野

と学識者に働きかけを行い、JIS 規格開発のための活動が

日本機械学会の研究会・分科会活動として実施された。最

終的には、日本高圧力技術協会が開発団体となって、JIS 

B9955:2017 が発行された（16）。表４に、JIS 規格の章立てを

示す。この第５章に示すように限界状態設計法を基本的な

考え方としており、第９章に示すとおりに部分安全係数法

の適用を想定している。2018 年には、移動式クレーン構造

規格が改正され、「許容応力設計法」、「限界状態設計法」の

いずれかのうち、クレーンの用途等に応じて適切なものを

設計者が選択可能となった。限界状態をより強く意識した

上で、機械製品の性能を引き出したいときには、既存の「許

容応力設計法」では、安全率の観点から実現できないこと

がある。移動式クレーンの構造規格については、「限界状

態設計法」の導入によって解決した事例と言えるであろう。

５．確率論的取り扱いの重要性

筆者は、これまで多くの分野で規格開発活動に参加して

きたが、全体的な印象として感じるのは、確率論的取り扱

いが行われているのは、ごく一部で大半は決定論的取り扱

いが中心であるということである。今後、機械製品をより

限界状態に近い状態で性能を引き出すことが重要になるこ

とを考えると、確率論的取り扱いの導入は避けて通れない

のではないであろうか。自動車分野でいうと、燃料電池車

に高圧水素タンクを車載することを考えるとき、該当する

ケースであると考えられる。これまでの体験から気になっ

たもの二点を紹介したい。

まず一点目は原子力に関係する分野での経験である。日

本国内でのみ見ているとき、我が国がこの分野でどのよう

な立ち位置にいるのか見えにくいが、筆者が原子力に関す

る国際ワークショップに参加した際に、その問題点を強く

感じた経験がある。それは、福島第一原子力発電所の事故

を受けて、米国機械学会（ASME）が主催したワークショッ

プ「新たな原子力概念の構築を目指して」（ワシントン DC，

2012 年 12 月 4～5 日）に参加したときのことであった。こ

のワークショップの詳細は、文献（17）に譲るが、全世界の原

子力コミュニティーの指導的立場にある人達に、ASME が

発行したレポート「新たな原子力概念の構築を目指して」に

関する議論を行うことにあった。このレポートの中では、

今後の原子力の方向性として All Risk Approach という新

たな方向性が示され、参加した筆者に対して、セッション

の司会者である Kenneth R.Balkey 氏から我が国の状況報

告、見解が求められた。我が国では、Risk approach どころ

か確率論的扱いもほとんど行われておらず、遅々として進

んでいない状況を説明した。これに対して Balkey 氏の反

応は「やはりそうですか。日本という国の考え方はそうな

んですよね。」と言わんばかりの発言があったことを記憶し

ている。このとき、我が国は海外からはこのような眼で見

られているということを痛いほど思い知った。このレポー

トの今後の我が国の原子力分野に対する重要性に鑑み、有

志による翻訳作業に加わり、最終成果物は日本機械学会

HP から公開されている（18）。しかし、その後の様子を見る

と、必ずしも十分に活用されているようには見えず、気が

かりではある。今後、機械製品の限界状態を意識して性能

を引き出すことを考えるとき、リスクベース工学的思考、

確率論的思考は極めて重要であると考える。

第二の例として、統計量の小標本を扱うときの、不確定

性に対する取り扱いである。この場合、確率変数の母集団

の統計的性質に加えて、confidence level と呼ばれる不確定

性に対する取り扱いが必要になる。この用語は、JIS 規格

の信頼性用語などでは「信頼水準」という訳語となっている

が、筆者の私見では、この訳語は適切ではない。reliability

を「信頼性」という訳語とするとき、confidence level を「信

頼水準」としてしまうと、reliability と混同してしまう恐

れがある。しかし、両者の概念はかなり異なるものであ

る。このような状況を反映したものであるのか、confidence 

leve l について規格上の取り扱いがされていなかったり、

誤った取り扱いがされていたりすることがある。統計学を

熟知している人にとっては当たり前のことでも、工学関係

者にとっては馴染みのない考え方であり、今一度教育方法

表４   JIS B 9955 の章立て
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Reliability Confidence level

A-basis 99% 95%

B-basis 90% 95%
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図７   引張強さの確率密度関数

も含めて見直す必要があると感じている。例えば、引張強

さの許容応力値を、信頼度と関連付けて決定する場合につ

いて考える。もし、引張強さが正規分布で、その母数であ

る平均値、標準偏差が分かっているのであれば、その確率

密度関数は図７のように、描画できるであろう。この場合、

信頼度 R となるように、許容応力を決定したければ、図の

A 点の位置の応力値 SA として決定することができる。ここ

で、引張強さが SA 以下となる確率が 1 − R となる位置とし

て A 点を決定する。1 − R の値は、図のウスズミ部分の面

積であり、許容値を SA に設定したときの、破損確率に他な

らない。しかし、材料強度の統計的性質を調べるためには、

有限個のサンプル数 n のもとに、評価しなければならない。

この場合、母集団の評価に不確定性が伴うことになる。例

えば、正規分布の母数である平均値、標準偏差はサンプル

数 n が小さいと大きな不確定性をもつことになる。その不

確定性は n に依存することになる。この不確定性を考慮に

入れたうえで、許容値を決定するためには信頼水準の値を

与える必要がある。規格に採用されている代表例として、

米国 MIL 規格の許容値の例を表５に示す。なお、信頼水準

の取り扱いに関する技術的詳細は解説記事に譲る（19）。水素

タンクの安全規格を考える際にも、破裂試験のためのサン

プル数を確保することが困難と思われるので、小標本に伴

う不確定性の問題が発生する。G.W.Mair 氏は、この問題に

信頼水準を導入して管理する方法を提案している（２）が、そ

の内容は次章で紹介する。

表５   MIL 規格軍用機の許容値の例

図８   規格合否のモンテカルロ法による評価

６．安全裕度適正化の考え方

燃料電池自動車用水素貯蔵タンクは高圧での使用となる

ことから、高度の安全性が要求される。とはいえ、過度の

安全裕度は避けたいので、適正化が求められる。水素タン

クは、コストの関係から安全規格上での破裂試験には、多

くのサンプル試験を設定することができない。従って、前

章で述べた小標本の不確定性の取り扱いが求められる。高

度の安全性か求められることから、出発点としては高い安

全率の設定のもとに、設計・製造した製品から始めること

になるのは自然の流れである。このような状況で、安全率

の適正化を考える場合に、BAMのG.W.Mair氏の考え方（２）

が参考になるので簡単に紹介する。まず、サンプル数を確

保できないことに対する対策としてモンテカルロシミュ

レーションの適用を提案している。モンテカルロシミュ

レーションとは、特定の確率変数の値を乱数を用いて発生

し、その発生値を用いて評価対象に適用し、現象に対する

考察を行うことを言う。原理は極めて単純であり、手持ち

の PC でも十分に評価可能であるので、破裂試験を補う方

法としては有効な手段であるといえる。例えば、図８は、

ISO11119-3 の規格（20）での破裂試験に対する合否判定をモ

ンテカルロシミュレーションで評価した結果である。横軸

は、標準偏差、縦軸は平均値であるが、いずれもサービス

圧力の最大値（MSP）で基準化している。３個の試験体の

全てが、許容値 2.5 を超えたときに、合格、一つでも下回る

と不合格と判定する。１回に３個の試験体に対する合否判

定試験を行い、10 万回の試験に対する結果を示している。

黄色の値が、母集団の値であるが、３個ごとの組の平均値、

標準偏差はこのように大きなばらつきを持つ。また、赤色

の点が不合格を、黒色の点が合格の結果を示している。こ

の場合、59% が合格となることを示す。合格となる割合の

ことを Acceptance Ratio (AR) と呼んでいる。タンクの安

全裕度が過剰である場合には、単に 100% の合格という結

Scatter of brust pressure related to MSP
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果しか得られず、安全裕度がどの程度の量であるかが見え

ない。このような AR という指標の導入は、安全裕度の見

える化に役に立つものと考えられる。圧力タンクの破裂強

度の平均値、標準偏差を安全裕度の観点から適正化するに

は、母集団のさまざまな平均値、標準偏差の組み合わせに

対する AR 値の等高線が有用である。このようにして描か

れた図の例を図９に示す。

G.W.Mair 氏はこの図を ISOASFALIA と呼んでいる。赤

線が ISOASFALIA であり、線上の数値が AR 値である。ま

た、この図の上には、信頼度 1−10−6 の限界線も黒線で示す。

この図を用いることにより、目標とする信頼性と、小標本の

不確定性をも考慮した上での安全裕度の考察が可能となる。

例えば、図９に、安全率適正化の考え方を概念的に示す。

AR 値を考慮して、破線領域を適正化範囲として設定し、

その中でも A 点を目標値と決定したとする。一方、現状値

が B 点であったとすると、B 点から A 点へのシフトを行

うことが適正化プロセスということになる。過剰な安全裕

度の点 B から裕度を軽減して A 点に移行するには、多大

な労力と時間を要することも考えられる。このような場合

には、C 点のような、安全裕度の小さな点を出発点とし、A

点に近づける方が近道であるかもしれない。このように、

安全裕度を、種々の統計量を見える化した上で、検討でき

るのは、有効な手段であると考えられる。

だ不十分であると感じることが多い。次に重要となるのが、

各種統計的考察を行うために必要となるデータベースの開

発である。データベースは、特定の企業内の機密事項とする

のではなく、パブリックベースで開発することが、産業界の

発展にとって重要であると考える。この点、我が国ではどう

しても特定の企業内での利用に留まることが多く、改善の

望まれるところである。最後に、この分野に携わる人材の育

成である。有効な手段として考えられるのが、資格認証制度

の導入である。例えば、プラントの保全に携わる人材の育成

を目的として、日本高圧力技術協会では、「設備等のリスク

マネジメント技術者認証」制度を運用しているが、この制度

の開始とともに、リスクマネジメント技術者が飛躍的に増

加している。また、専門知識を有する大学と産業界との連携

も有効な手段である。いずれにせよ、産業界が主体となっ

て、進めることが極めて重要であると考える。

図９   ISOASFALIA の適用例

７．信頼性設計導入のための課題

最後に、産業界に新たに信頼性設計を導入するための課

題について、経験に基づき私見を述べたい。図 10 に示すよ

うに、三つの大きな課題があると考えている。まずは、言う

までもなく規格・基準の策定である。公的に認知され、また

国際調和も考慮に入れたうえで、策定されなければならな

い。確率論的取り扱いの観点から見たとき、現状ではまだま

８．まとめ

車載用の水素タンクを題材にして、今後導入することが

重要と考えられる信頼性設計の考え方を示した。特に、異

分野に所属する者の視点で印象を要約した。これまでの、

経験に基づき信頼性設計の事例、我が国固有の課題につい

ても言及した。今後、機械製品の性能を引き出すためにも、

限界状態をより明確にした上で、信頼性設計の導入が極め

て重要になると考えられる。特に、安全率の適正化を考え

る上では、避けて通ることができない。最後に、産業分野

に信頼性設計を導入するための課題を私見ではあるが要約

した。参考にしていただけると幸いである。
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図 10   信頼性設計導入のための重要要素
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